
公共事業に係る政策評価の点検結果 

（令和元年度） 
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（九州農政局）

事 業 名

都道府県名

直轄海岸保全施設整備事集 地 区 名 I 

福岡県 関係市町 突五田市、 袖而市、突iii市、みやま希

”いい ・ とうぷ

有明海東部

事集の概要

本地区の海岸保全施設は、国営三池干拓事集、国営大和干拓事業及び代行昭代干拓事業によ
り、昭和23年度から昭和45年度にかけて築造された施設であるが、有明海特有の超軟弱地盤上に
築造されており、築造後40年以上が経過する中で、老朽化や沈下による亀裂が著しく、また、台
風、高潮等による堤防決壌など、災害の脅威にさらされている状況である。

事1 このため、本事業は老朽化や亀裂の生じた海岸保全施設の補強・改修を行い、台風、高潮等か
ら背後地の農用地等を防護し、地域住民の生命•財産を守るとともに、海岸環境の整備と保全及

集1 び海岸の適正な利用を図ることを目的としている。

概

要
防 護面積
防 護戸数
主要工事計画

総 事 集 費
工 期

4,246 ha （農地： 2,831ha, 宅地等： 1,415ha)

9,089 戸 防 護 人 口 32,007人
堤防補強工： 13.9km、堤防舗装工： 14.3km、消波工： 6.3km
潮遊池工： 10. 1km、棧水樋門エ： 4箇所

37,300 百万円 （平成30年度時点 37,300百万円）
平成5年度～平成32年度予定

評

価

項

目

【事業の進捗状況】

平成29年度までの事業進捗率は， 91%（事業費ペース）である。

【関連事業の進捗状況］

該当なし

【農集情勢、農村の状況その他の社会経済情勢の変化】
本事業の防災効果が及ぶ防護区域の関係市における近年の社会経済情勢の変化は、以下の

とおりである。

1 地域産集の動向
(1)総人口の推移

本地域の総人口は、平成17年の288,214人から平成27年の258,114人へと10％減少してい
る。総世帯数は、98,861戸から98,501戸へと横ばいに推移している。

なお、福岡県の総人口は 1 ％増加、総世帯数は10％増加、全国の総人口は横ばい、総世帯
数は8％増加となっている。

(2)産業別就業人口の推移
本地域の産集別就集人口は、平成17年の128,253人から平成27年の114, 105人へ11％減少し

ている。
なお、福岡県では2％減少、全国では4％減少している。
本地域の平成27年における産業別就業人口の構成比は、第 1 次産業が8%、第2次産業が

25%、第 3次産集が67％となっている。
なお、福岡県及び全国の第 1 次産業の構成比は 3％程度（福岡は 3%、全国 4%）であ

り、本地域の構成比8％は高い割合となっている。

(3)産業別生産額の動向
本地域の産集別生産額は、平成17年の7,921億円から平成26年の8,194億円へ 3％増加して

いる。
平成26年の構成比は、第 1 次産業が 3%、第2次産業が25%、第 3次産業が72％となって

いる。
なお、福岡県及び全国の第1次産業の構成比は1％であり、本地域の構成比3％は高い

割合となっている。

注）表中の 本地域」は防護区域の4市（大牟田市、柳川市、大川市、みやま市）全体を示す。
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【整理番号1 3】

表2-1 整備前 確率外力ごとの被害施設数

資産項目

記

外
下
以
海岸沿
い被害
率0.5

56-
04-

3-
25-
17-

6

暉一
ー
1

-
156-
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25-
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6

年゚2
 

※全ての確率年において、総越波流量
が満水湛水量を超える

確率年
30年
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表2-2 整備後確率外力ごとの被害施設数

資産項目 10年
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0年間標準便益額の算定

表3-1 整備前 確率外力ごとの被害額（千円）

資産項目
確率年

10年 20年 30年 40年 50年

下

記

家屋 336,313 336,313 336,313 336,313 336,313 
家庭用品 200,200 200,200 200,200 200,200 200,200 

以外
1 事業所 36,211 36,211 36,211 36,211 36,211 

海岸沿 家屋 234,961 234,961 234,961 234,961 234,961 
い被害 家庭用品 111,223 111,223 111,223 111,223 1 1 1,223 
率0.5 1 事業所 108,417 108,417 108,417 108,417 108,417 

計 1,027,325 1,027,325 1,027,325 1,027,325 1,027,325 

表3-2 整備後確率外力ごとの被害額（千円）

資産項目
確率年

10年 20年 30年 40年 50年

下

記

琢垂 ゜ 137,724 420,467 336,313 336,313 

以外 家廷用品 ゜ 53,308 265,795 200,200 200,200 
1畢業所 ゜ 27,154 88,061 36,211 36,211 

海岸沿 琢垂 ゜ ゜ ゜ 234,961 234,961 
い被害 琢廷用品 ゜ ゜ ゜ 111,223 111,223 
率05 1畢業所 ゜ ゜ ゜ 108,417 108,417 

計 ゜ 218,186 774,323 1,027,325 1,027,325 

表4 一般資産の年平均被害軽減額（千円／年）
確率年ごとの対象流量 確率年 QIからQI +1 想定被害軽減 QIからQI +1 QIからQI +1 対象流量まで
QI の年平均確率 額 の平均想定被 の年平均想定 の年平均被害

害軽減額 被害軽減額 軽減額
満水湛水量31,250m3

゜ 1/10 1,027,325 
5,416 1/20 0.05000 809,139 918,232 45,912 45,912 

31,123 1/30 0.01667 253,002 531,071 8,853 54,765 
36,734 1/40 0.00833 ゜ 126,501 1,054 55 819 
82,830 1/50 0.00500 ゜ ゜ ゜ 55 819 

表5 年間標準便益額の算定（千円／年）

項目 年間標準便益 備考

闘1,675 ー ： 4 

157,968 

X 1.8 
X0.03 
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【整理番号1 3】

(2) 浸水防護便益②（高潮による浸水等被害に伴う背後地鰹節工場の生産停止が軽減される便益）

0鰹節工場が被災することによる生産停止

平成27年台風15号の高潮により、当海岸に面する2社の鰹節工場が浸水被害を受けた。周囲の被
災状況と地盤高の関係から、鰹節工場は概ね20cm程度浸水したと推定され、機材の故障・流失等は
免れたものの地下の焙乾炉の水抜き等により3日間の生産停止を余儀なくされた。

0生産停止による損失額の算定

一般資産被害率「事業所償却資産」（表1又は0.5)から、各確率年ごとの浸水高等に対応する被害率
を、平成27年台風15号による被害（浸水高20cm、3日間生産停止）に相当する被害率との比で停止期
間が延長するとし、背後鰹節工場の年間生産損失額の整備前後における差額を年間便益額として算
定した。

0生産停止期間の算定

表6-1整備前平成27年台風15号による背後鰹節工場の生産停止期間（日）
確率年

20cm 
0.101 ． 

3 

表6-2整備前確率外力ごとの生産停止期間（日）

項目
確率年

m3 
事業所償却資産被害率（表1等）

日

10年

80百諏
844,651 

0.500 
15 

0.500 
1 5 

表6-3整備後 確率外力ごとの生産停止期間（日）

項目 | 確率年
I 10年 20年 30年 40年

゜ 20cm 80cm 80cm以
3) I ゜ 5,416 31,123 36,734 
1等）1 ゜ 0.101 0.278 0.5001 0.500 

゜ 3 ， 151 1 5 

0年間標準便益額の算定（千円／年）

表7 背後鰹節工場の日当たり生産額（千円／日）

1K
2
弓7
4

備考
17,509,570 IH28~H29の平均、枕崎市

18.2 IH28~H29の平均、枕崎市
278枕崎市

1し463 ① X ②/100--:-③

表8整備前後の確率外力ごとの年間生産損失額（千円／年）

項目 10年

171等
゜

20年

171.945 
， 

34.389 ， 

確率年
30年

171,945 
103,167 

40年

171,945 
171,945 

50年
171,945 
171,945 

表9 年間標準便益額の算定（千円／年）
確率年ごとの対象流量 確率年 QI からQI +1 想定被害軽減 QI からQI +1 QI からQI +1 対象流量まで
QI の年平均確率 額 の平均想定被 の年平均想定 の年平均被害

害軽減額 被害軽減額 軽減額
満水湛水量31,250m3

゜ 1/10 171,945 
5,416 1/20 0.05000 137,556 154,751 7,738 7,738 

31,123 1/30 0.01667 68,778 103,167 1,720 9,458 
36,734 1/40 0.00833 ゜ 34,389 286 9 744 
82,830 1/50 0.00500 ゜ ゜ ゜ 9 744 
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【整理番号1 4】

高潮による一般資産被害率を考慮し、浸水高別に一般資産（家屋、家庭用品、農漁家、事業所）
の被害額を確率外力ごとに算出し、浸水による被害額を算定する。

0被害額の算定
表1-1 高潮による一般資産被害率一覧表

地盤からの 家屋 家庭用品 事業所 事業所 農漁家 農漁家
浸水高さ 償却資産 在庫資産 償却資産 在庫資産
0~44cm 0.045 0.021 0.101 0.056 ゜ ゜

45~94cm 0.151 0.189 0.278 0.166 0.187 0.259 

95~144cm 0.229 0.489 0.589 0.401 0.308 0.555 

145~244cm 0.480 0.889 1.000 1.000 0.416 0.859 

245cm~ 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 
「H16. 6 海岸事業の費用便益分析指針（改訂版）」

0年間標準便益額の算定
表1-2 一般資産の確率外力ごとの被害額

（単位：千円）

資産項目
確率年

10年 20年 30年

家屋 92,351 194,496 377,963 

家庭用品 72,449 188,925 354,987 

農漁家 157 324 542 

事業所 29,054 70,292 133,432 

計 194,010 454,037 866,924 

表1-3 一般資産の年平均被害軽減額
（単位：千円）

QI~QI+l 対象流量ま
確率年毎の対 確率年 の年平均確 想定被害額 QI~QI+l QI~QI+l での年平均
象流量QI 率 （千円） の平均想定 の年平均被 被害軽減額

(m3) 被害額 害額
゜ 1 ゜

6,308 1/10 0.90000 194, 010 97,005 87,305 87,305 

15,323 1/20 0.05000 454,037 324,024 16,201 103,506 

25, 181 1/30 0.01667 866,924 660,481 11,010 114, 516 

表1-4 被害額の算定 （単位：千円）

項 目 被害額 備 考
一般資産額 114,516 

公共土木被害額 206,129 一般資産軽減額Xl.8

公益事業等被害額 3,435 一般資産軽減額XO.03

合計 324,080 
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※
「
災
害
拠
点
の
機
能
維
持
に
関
す
る
便
益
」
は
「
災
害
時
の
被
害
軽
減
便
益
」
に
含
ま
れ
て
い
る
。

（
※
）
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